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会社再編と企業結合会計
松尾率正
はじめに
平成9年の独占禁止法改正による持株会社創設解禁に伴う相次ぐ商法改
正によって，会社再編に関する法的整備が進展した。 1999年8月に商法改
正により株式交換•株式移転制度が制定されてから2001年 2 月までの 2 年
半の間に，株式交換を実施した事例が50件に上っている（商事法務研究会，
2001, 9-11頁）。株式交換による完全親会社の形成は実質的に合併と同一で
あり，親会社と子会社の資産と負債は連結貸借対照表において結合して表
示することにより，合併における合併後の貸借対照表と同一になる。わが
国では，合併会計と連結会計が商法と証券取引法で別々に定められていて，
企業結合取引に関する包括的な会計基準がない。そのうえ，株式交換等に
よって他会社を子会社化した場合，取得した子会社株式の取得原価の決定
方法が明確ではない。
米国会計原則審議会意見書第16号 (AccountingPrinciples Board Opinion 
No.16, APB16)や国際会計基準第22号 (InternationalAccounting Standards, 
IAS 22)では，企業結合取引本体の識別をまず行い，それに見合った測定方
法を強制しようとしている。我が国には，現在，企業結合取引の属性・性
質を識別するこのような基準はなく， したがって取引本体と対応付けられ
る測定方法の強制適用もない（企業結合会計研究委員会， 1999年， 320頁）
が，企業会計審議会第一部会で包括的な企業結合会計基準を検討中である。
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そこで，本稿では，まず商法における株式交換•株式移転の制度を概観
して同法に基づく実例を提示する。次に，わが国会計制度に重要な影響を
及ぽす IAS22にしたがって，企業結合の定義，形態，およぴ企業結合取引
の会計処理を検討する。その後，商法に基づく株式交換の会計処理を検討
し，重要な問題を内包していることを明示して，最後に，企業結合会計基
準の行方を検討する。
1 商法における株式交換•株式移転
株式交換•株式移転は，持株会社の設立が解禁された1997年（平成 9 年）
における独占禁止法の改正の際に付せられた附帯決議等を受けて改正され
た商法によって創設された制度である。すなわち，平成9年5月14B, 6 
月10Bの両日行われた独占禁止法の改正に関する国会審議における「持株
会社の設立等の企業組織の変更が円滑に行われるよう，株式交換制度等に
ついて検討を行うこと」との附帯決議を受けて， 1999年（平成11年） 8月
9日「商法等の一部を改正する法律（平成11年法律第125号）」ー以下，「株
式交換•株式移転法」というーが交付されたことによって創設された制度
である。
持株会社を創設するのに，株式交換等による完全親子会社関係を構築す
る道を選んだのは，①商法には持株会社概念がないことおよび持株会社の
典型が完全親会社であること，②完全親会社は完全子会社を自社の一営業
部門のように機動的に管理し，かつ運営することができること，③完全子
会社は完全親会社のみを株主として扱えば足りるため，たとえば株主総会
の招集通知期間の短縮等が可能となり，機動的な運営ができること，にあ
ると言われている（原田他， 1999,38頁）。
株式交換とは，既存の一方の会社が他方の会社の発行済株式総数を有す
る会社（完全親会社）となる手続。具体的には，株式交換により，完全子
会社となる会社の株主が有する当該完全子会社となる会社の株式が，株式
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交換の日に完全親会社となる会社に移転し，完全子会社となる会社の株主
は，完全親会社となる会社が株式交換に際して発行する新株の割り当てを
受けて，当該完全親会社となる会社の株主となる（改正商法352条 1項およ
ぴ同条2項）。制度発足と同時に株式交換を実施した事例として，ソニーと
キャノンがある。
ソニー は， 2000年 1月1日に株式交換によって上場子会社3社の完全子
会社化を実行した。ソニーは収益力の強化を通じたグループ全体の株主価
値を向上させ，グループ一体となった総合的な事業戦略を展開することを
目的に，株式会社ソニー・ミュージックエンタテインメント，ソニーケミ
カル株式会社およびソニー・プレシジョン・テクノロジー株式会社の上場
子会社3社がソニー株式会社の100%子会社となることで合意した（ソニー
(1999))。株式交換比率は下記の通りである。
ソニー ソニー・ミュージック ソニーケミカル ソニー・プレシジョン・
エンタテインメント テクノロジ一
1 0.835 0.565 0.203 
またキャノンは， 2000年9月4日に主力事業である複写機・プリンター
の消耗品であるカートリッジ事業の拡大・競争が激化，市場変化が加速化
される状況の下で意思決定のスピード化，開発，生産，販売に亘る一連の
事業運営効率を向上させることを目的に，キャノンがキャノン化成を株式
交換により完全子会社化することでキャノンとキャノン化成が合意した
（キャノン (2000))。株式交換比率は，キャノン 1に対してキャノン化成
0.250である。
次に株式移転とは，既存の会社がその会社の完全親会社を新設するため
の手続。具体的には，株式移転により，完全子会社となる会社の株主が有
する当該完全子会社となる会社の株式が，株式移転により設立する完全親
会社に移転し，完全子会社となる会社の株主は，完全親会社となる会社が
株式移転に際して発行する新株の割り当てを受けて完全親会社の株主とな
る（改正商法364条 1項および同条2項）。株式移転の事例として，日本興
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業銀行，第一勧業銀行，富士銀行による 3行統合を目的に設立した共同持
株会社がある。
日本興業銀行，第一勧業銀行，富士銀行の3行は， 2000年9月29日に株
式移転によって共同持株会社「みずほホールディングス」を設立した。 3
行の統合計画によれば，共同持株会社の創設は第 1フェーズであって，こ
の後第2フェーズでは， 2001年4月1日に発足した会社分割法制を活用し
て顧客セグメント別・機能別分社経営を行うことになっている（みずほフ
ィナンシャルグループ， 2001)。
結局，株式交換と株式移転の違いは，完全親会社が既存会社か新設会社
かの違いである。そこで，以後，株式交換の場合を対象に検討することに
する。
冒頭に記したように，連結と合併を包摂した企業結合に関する包括的な
会計基準は，わが国では今のところ無く，企業会計審議会第 1部会で検討
中である。そこで， 1997年に改正された連結会計基準における資本連結手
続きや日本公認会計士協会が2000年8月に公表した会計制度委員会研究報
告第6号「株式交換及び株式移転制度を利用して完全親子会社関係を創設
する場合の資本連結手続」ー以下，「研究報告第6号」ーに強い影響を及ぽ
している国際会計基準 (IAS)22号ー以下，「IAS22」-「企業結合会計」
を主にして，研究報告第6号を加味しつつ，企業結合に関する会計を検討
しよう。
2 企業結合の形態と定義
(1)「企業結合」の概念定義
1998年に改訂されたIAS22によれば，企業結合を次のように定義付けて
いる (para.8)。
「「企業結合」とは，ある会社と他の会社が合体するか又はある会社が他
の会社の純資産およぴ経営に対する支配を獲得する結果，独立した会社
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同士が一体となって一つの経済企業体となることをいう。」
IAS22は連結と合併を区別せず，両者を企業結合の概念の下に統一的に
定義している。企業の合併・買収 (M&A)が盛んな米国において1970年8
月に米国公認会計士協会が公表し，現在に至るまで米国にける企業結合会
計に関する基準として米国企業結合会計実務を規制している APB16でも，
企業結合に関する会計基準を包括的に規定にしていて，企業結合の形態と
して次の三つの例を挙げている（企業結合会計研究委員会， 1999a年， 276
-277頁）。
① ーまたは複数の営業体が他の会社の子会社となるもの。具体的な取引
形態は株式の譲渡（取得）であって，通常「買収（子会社化）」と呼ばれ
る結合形態である。
② 一つの営業体が他の営業体へ純資産を移転するもの。具体的な取引形
態は吸収合併と既存会社への資産・営業の譲渡（移転）であって，「合併」
と呼ばれる結合形態である。
③ 各営業体が新設会社にそれぞれの純資産を移転するもの。具体的な取
引形態は新設合併と新設会社への資産・営業の譲渡（取得）であって，
「合併」と呼ばれる結合形態である。
企業結合に関する上記の定義は，結合の形態が法的実体の消滅を伴うか
否かを区別していない。言い換えれば，合併会計と連結会計を区別してい
ない。買収と合併とでは，取得された会社の法的実体が消滅するか否かが
異なるが，実質的には組織の再編成・企業の集団化という点で同一範疇に
属するものと考えることができる。こうした企業結合取引の定義付けは，
主たる会計制度が連結会計であることを前提としている。この前提の故に，
親会社（支配会社）を項点とする企業集団を会計単位とする会計として，
法的には別会社として存在する子会社化と法的に同一化する資産等の譲渡
を統一的に扱うことができる。
連結会計の視点から見れば，親子会社間や子会社間のような共通支配下
での企業結合は，連結実態に変化を生じさせないために，取り扱われない
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ことになる（松岡， 1999)。APB16では，「企業結合」に該当しない事象と
して，次の三つを挙げている (para.5)。
① ある会社が，その子会社の少数株主持分を取得する場合。
② 会社がその純資産を，自ら新設した会社に移転する場合。
③ 共通支配下の複数営業体（親会社や子会社同士）の間で行われる純資
産の移転や株式の交換。
(2)「取得」と「持分の結合」の区別
国際会計墓準委員会 (IASC)は， 1983年に制定した旧 IAS22が，企業結
合の会計処理としてパーチェス法と持分プーリング法の選択的適用を認め
ていたのを「財務諸表の比較可能性プロジェクト」に従って改め，企業結
合をその経済的実質に従って「取得」と「持分の結合」に分類したうえで
（荻原， 2001),取得にはパーチェス法，持分の結合には持分プーリング法
の適用を強制する改訂IAS22を1998年9月に公表し， 1999年7月1日以降
に開始する事業年度から適用している。
したがって，改訂IAS22によれば，企業結合取引を会計処理するに際し
て，当該取引が「取得」か「持分の結合」かを判別することが前提条件に
なる。改訂IAS22は，「取得」を次のように定義付けている。
「「取得」とは，ある会社（取得会社）が資産の引渡し，負債の引受けま
たは株式の発行と引き替えに，他の会社（被取得会社）の純資産及び経
営に対する支配を獲得する企業結合をいう。」 (para.8)
改訂IAS22は，実質的にほとんどすべての企業結合の場合において，結
合当事企業の一方が他方に対する支配を獲得することになり， したがって
取得会社として識別することが可能であるとして，取得会社を識別する次
のようなケースを例示している (para.11)。
① 他の投資家との同意により，結合当事企業の一方が他方の議決権の過
半数を獲得する場合。
② 法令または同意に基づいて，結合当事企業の一方が他方の財務および
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営業の方針を統治する権限を得た場合。
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③ 結合当事企業の一方が他方の取締役会構成員を選任もしくは解任する
権限を得た場合。
④ 結合当事企業の一方が他方の取締役会で議決権の過半数を投票する権
限を得た場合。
また，取得会社として識別することが困難な場合であっても，次のよう
な指標によって，取得会社の識別が可能であるとしている (para.12)。
① 結合当事企業の一方の公正価値が他方の公正価値よりも著しく大きい
場合，大きい方が取得会社。
② 企業結合が議決権付普通株式と現金との交換によって行われる場合，
現金を支払った側が取得会社。
③ 企業結合によって，一方の企業の経営陣が他方の企業の経営陣の選任
を左右する結果をもたらす場合，選任権限を有るすことになった側が取
得会社。
次に，「持分の結合」を次のように定義している (para.8)。
「「持分の結合」とは，結合当事企業の株主同士が，それぞれの結合前会
社の純資産及び経営のすべてもしくは実質的にすべてに対する支配を結
合し，結合後会社のリスクと便益を継続的に共同して負担およぴ享受す
る場合であって，かつ，結合前会社のいずれかが取得会社として識別で
きない企業結合をいう。」
結合後会社のリスクと便益が共有されるには，次の要件が満たされなけ
ればならない (para.15)。
① 結合当事企業の議決権付普通株式の大多数（すべてではなくても）が，
交換またはプールされ，
② 一方の企業の公正価値が，他方の企業の公正価値と著しく異ならず，
かつ，
③ 各企業の株主が，結合後互いに相対的に，結合後企業に対して，以前
と同じ議決権と持分を実質的に維持していること。
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IAS22の定義に対して， IASC解釈指針委員会の解釈指針書第9号は，次
のような解釈を示している。
① 企業結合は，取得会社を識別できない場合を除いて，取得として会計
処理されなければならない。実質的にほとんどすべての企業結合取引に
おいて，取得会社を識別することが可能である。言い換えれば，結合前
企業の一方の株主は，結合後企業に対する支配を獲得している。
② 企業結合の分類は，特定の取引に関するすべての関連事実と事情の全
般的評価に基礎を置かなければならない。結合後企業の単一の特性，例
えば結合前企業の議決権や相対的な公正価値などは，企業結合取引の会
計処理方法を決定するに際して，単独で評価されるべきではない。
③ 前項の IAS22第15項の 3つの要件すべてが満たされたとしても，企業
結合取引を持分の結合として分類し得るのは，取得会社を識別できない
ことを論証しうる場合に限る。
④ すぺての企業結合取引は，「取得」か「持分の結合」かのいずれかであ
る。
このように IASによれば，取得会社の識別の有無を規準として「取得」
か「持分の結合」かを決定することになり，株式交換による対等合併の場
合を除けば，ほとんどすべての企業結合取引が「取得」と判定されること
になる。
3 企業結合取引の会計処理
IAS22は，「取得」と判定された企業結合取引にはパーチェス法を，「持分
の結合」と判定られた取引には持分プーリング法の適用を定めている。こ
のほか，会計理論上には，フレッシュスタート法がある。'
IAS22および日本公認会計士協会研究報告第16号によれば，パーチェス
法と持分プーリング法は次のように定義付けされる。
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パーチェス法とは，取得会社が，取得日から，被取得会社の経営成績を
損益計算書に取り込み，また，識別可能な資産およぴ負債を取得日現在の
公正価値で貸借対照表に計上し，被取得会社の純資産額と投資原価が相違
する場合には，その差額を暖簾として貸借対照表に計上する方法である。
被取得会社の利益剰余金は引き継がない。
パーチェス法に基づいて買収コストを識別可能な資産・負債に配分する
に際して， IAS22は標準処理 (para.32) と代替処理 (para.34)の選択適
用を認めている。標準処理は，わが国の連結会計基準における部分時価評
価法，すなわち親会社（取得会社）持分部分のみ子会社（被取得会社）の
識別可能資産・負債を時価評価する方法である。代替処理はわが国連結会
計基準における全面時価評価法，すなわち被取得会社の全識別可能資産・
負債を買収日の公正価値で評価する方法である。被取得会社に対して買収
の対価として株式を発行する場合も現金を支払う場合も，買収コストは交
換取引日の市場の公正価値で測定される (para.24)。
持分プーリング法とは，結合当事会社の結合前の帳簿価額を合算する方
法である。したがって，結合当事会社の資産・負債が結合時点の公正価値
で評価されることも，暖簾が計上されることもない。また，結合当事会社
の利益剰余金等はすべて引き継がれる。
パーチェス法，持分プーリング法のほか，会計理論上，企業結合会計の
処理としてフレッシュスタート法が提唱される。
フレッシュスタート法は，結合前のいずれの企業も存続することなく，
結合から新たな企業体が生まれ，結合当事会社の資産・負債に対するすべ
ての支配が変化するとの仮定のもとに，すべての結合当事会社の資産・負
債を結合時点の公正価値で評価・合算する方法である。この場合，暖簾の
資産計上を認める方法を「相互パーチェス法」といい，暖簾を所有主持分
から控除して資産計上せず，暖簾評価分の資本増加がない方法を「公正価
値プーリング法」という（黒川， 2000,19頁）。
以上，企業結合に関する 3つの会計処理方法を整理すると，次表のよう
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になる。
交換価格の反映
暖簾の認識
留保利益の引継
当期利益の合算
対価の性質
結合取引の当事
者
結合結果
資産・負債に関
する支配権の変
化
第 46 巻 第 1• 2号合併号
会計処理方法の相違
プーリング法 パーチャス法
反映しない 被取得会社の資産・
負債のみに反映する
認識しない 認識する
結合会社すぺての留 取得会社の留保利益
保利益を引き継ぐ のみ引き継ぐ
合算する 合算しない
株式に限定 現金．株式など対価
の性質（種類）を選
ばない
株主 結合当事会社
当事会社すぺてが存 支配会社が存続
続
資産・負債に関する 被取得会社の資産・
支配権に何ら変化が 負債に関する支配権
生じない が変化
（企業結合会計研究委員会， 1999年， 305-306頁）
4 株式交換の会計処理
フレッシュスクー ト法
結合当事会社すぺて
の資産・負債の評価
に反映する
認識する
留保利益を全く引き
継がない
合算しない
現金，株式など対価
の性質（種類）を選
ばない
結合当事会社
新会社を創出
結合当事会社すぺて
の資産・負債に関す
る支配権が変化
改正商法は，株式交換を合併と類似の組織法的な行為と構成していて（原
田， 1999,11頁），株式交換による親会社の会計処理を次のように定めてい
る。
「完全親会社の資本増加限度額は，株式交換の日に子会社に現存する純
資産額を限度とする（改正商法357条）。すなわち，子会社の純資産額に
子会社の発行済株式総数に対する株式交換によって移転する株式数の割
合を乗じた額から，株式交換交付金と移転自己株式の帳簿価額を控除し
た額を限度とする。増加資本限度額のうち，資本金に組み入れられない
額は資本準備金として積み立てる（改正商法288条ノ 2第1項第2号）。」
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この場合，株式交換は資産の移転を伴わないから，利益準備金その他留
保利益の引継は認められない， と言われる（原田， 1999,14頁）。また，株
式交換に際し株式交換比率は適正な企業評価に甚づき， したがって企業価
値算定に際して資産の評価替は認められるが，暖簾の計上は認められない
ことになっている（原田， 1999,17頁）。というのは，商法上暖簾の計上が
認められるのは，有償による譲受けまたは吸収分割もしくは合併により取
得した場合に限定されていて（改正商法285条ノ 7), 株式交換は合併と異
なり，完全子会社が存続するため認められない。
改正商法に基づく株式交換に関するこうした会計処理には，子会社株式
の評価等問題点を内包している。株式交換による完全親会社の形成は経済
的実質において合併と同一であり，結合の形態が法的実体の消滅を伴うか
否かに差異があるに過ぎない。本来，親会社と子会社の資産と負債は連結
貸借対照表上で結合表示することにより，合併の場合の合併後貸借対照表
と同一になる（武田， 2001,43頁）。ところが，子会社株式の評価額が株式
交換Hに子会社に現存する純資産額を限度としているために，連結貸借対
照表と合併後貸借対照表が必ずしも同一になるとは限らない場合もあるこ
とになる。
日本公認会計士協会の研究報告第6号は，改訂IAS22の判断規準を株式
交換取引に適用して，取得の場合にはパーチェス法，持分の結合の場合に
は持分プーリング法を規定している。パーチェス法の場合には，完全子会
社株式の投資原価は，完全親会社となる会社が発行した株式の公正価値（株
式交換の重要な条件が合意およぴ公表された日の直前数日の市場価格）に
取得に直接要した費用を加算した額となり（第21項），持分プーリング法の
場合には，完全子会社株式の投資原価は，完全子会社となる会社の株式交
換Hの簿価純資産額となり，当該取引の関連費用は，すべて発生時に費用
処理される（第28項）。
株式交換による完全親会社の完全子会社株式投資原価の測定に関する考
え方の背後にあるのは，パーチェス法の場合，資産の取得は取得日（株式
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交換日）の公正な評価額で測定するのが理論的であるとの論理であり（第
53項），持分プーリング法の場合は，株主持分が融合したのであって，結合
当事会社の視点では実質的な経済事象は何ら発生しておらず， したがって
資産・負債に対する支配に変化はなく，変化したのは法的形式にすぎない
との論理である（第54項）。
研究報告第6号は，改訂IAS22に倣って，企業結合会計を結合取引の本
質的視点から規定しながらも，改正商法が完全親会社の増加資本の限度額
を株式交換日に子会社に現存する純資産額としていることと，税法が，完
全子会社の株主が50人以上の場合，完全親会社が完全子会社株式を株式交
換B直前の当該完全子会社の簿価純資産額以下の価額で受入価額としなけ
れば，課税の可能性がある旨を定めていることから（措置法第67条の9第
1項），完全親会社となる会社の個別財務諸表における会計処理について，
完全子会社の簿価純資産額による完全子会社株式の処理を示している（第
60項）。
しかし，ソニーでもキャノンでも，株式交換比率の算定に際し当該株式
の市場価格に基づいていて（ソニー， 1999.キャノン， 2000.), ソニーは
平成12年3月末Bで終わる年度の同社の有価証券報告書において，上場子
会社3社の完全子会社化がパーチェス法で処理された旨，注記で明示して
いる。
研究報告第6号は，商法の規定が債権者保護のための資本維持・充実の
視点に依拠しているとして（第57項），同法が強行規定であることに鑑みて
上記のような処理を示しているのである（第60項）。改正商法による株式交
換に関するこうした会計処理を前提にすると，連結貸借対照表作成時には
親会社が子会社株式を取得した時点の子会社株式の公正価値とその帳簿価
額との差額だけ，親会社における子会社株式の額と資本準備金を修正しな
ければならない（武田， 2001,43頁）。
しかし，そうした処理は取引の本質的視点から会計処理を規定しようと
する国際的な動向とは明らかに乖離している。
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5 企業結合会計基準の行方
会社再編法制の整備に伴って提起されたわが国企業結合会計基準の不備
に対して，現在，企業会計審議会第一部会で検討中の企業結合会計基準制
定に向けた議論に重要な影響を与えるのが，国際会計基準理事会(IASB)I) 
およぴFASBの動向である。
改訂IASZZが取得にはパーチェス法，持分の結合には持分プーリング法
を規定していることを前述したが， G4+1はパーチェス法，持分プーリン
グ法，およびフレッシュスタート法を比較・検討した結果，いずれか 1つ
の方法を適用するに当たって最も重要な要素は取得企業の識別可能性であ
り，ほとんどすべての企業結合取引の取得企業の識別は可能なのでパーチ
ェス法が最適で，取得企業を識別できない企業結合は稀なので，恣意的な
解決で十分であろうとして，パーチェス法1本に絞った（企業結合会計研
究委員会，別冊， 1999b年， 124頁）。
米国，カナダ，イギリス，およびオーストラリアのアングロサクソン 4
カ国に IASCを加えたG4+1は， IASCの新理事会IASBメンバー14名2)
中9名を占めているところから (IASC,2000, p. 6), 今後， IASの制定・
改廃に G4+1の意向が色濃く反映されることになるであろうことは想像
に難くはない。
米国では，近年， FASBがパーチェス法1本化の方向で改訂作業を進め
1)これまで各国の公認会計士団体を中心に運営されてきたIASCが， 2000年の国際
会計基準設定機構改革により， 2001年4月から各国の会計基準設定主体から構成さ
れる国際会計甚準理事会 (TheInternational Accounting Standards Board)が，
IASの制定・改正を各国基準設定主体と連携しながら勧めることになった (IASC,
2000)。
2) 日本から公認会計士の山田辰巳氏がリエゾンメンパーとして選出されていて，今
後，会計基準の制定・改廃に際しては，わが国会計基準設定主体と IASBとの調整
の役割を同氏が担うことになっている。
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ている丸企業結合取引に関する現行の米国会計碁準APB16は，結合前の
当事企業のそれぞれに自律性があり，結合計画開始前2年以内に他の会社
の子会社あるいは 1部門となったことがないこと (para.46a)など12個の
識別規準を設け (paras.45-48), それらの規準すべてを満たしたものは取
引の本体が持分プーリングであるとみなし持分プーリング法の適用を認め
ているが(parar.50), そうした米国の基準は，持分プーリング法を例外と
するカナダ，英国， IASCやパーチェス法に限定するオーストラリア，ニュ
ージーランドに比して緩すぎるとの批判を受けたことから（企業結合会計
研究委員会，別冊， 1999,第58-65項）， APB16の改訂作業に入り， 1999年
9月に公表された公開草案「企業結合と無形資産」， 2001年2月14日に公表
された修正公開草案「企業結合と無形資産一暖簾の会計」を経て，同年5
月22日現在の「暫定的決定」まで， FASBは改訂作業の過程を通して終始
一貫して持分プーリング法の使用禁止，パーチェス法への 1本化，暖簾償
却の弾力化を主張している。「暫定的決定」では，持分プーリング法の使用
を禁止して，パーチェス法1本に絞り，暖簾は償却せず，減損テストを受
けるとして，修正公開草案を確認している。
G4+ 1や米国の動向を受けて， IASBでも優先プロジェクトとなる可能
性のある議題の一つに企業結合の問題を揚げている (IASB,2001)。
海外，とりわけ IASBの動向を受けて，わが国の会計基準設定主体は，
どのような内容の企業結合会計基準を設定しようとするのか。理論的には，
企業会計審議会第一部会の議論のように，取得と持分の継続とは次元を異
にする問題であり， したがってパーチェス法と持分プーリング法は選択可
能な処理方法ではないとの見解があり，実践的には，わが国では「対等合
併などプーリング法の適用が妥当なケースが多い」との指摘もある（経団
連， 2001)。また，設定される基準が商法，税法等の関連規定とどのような
関係を構築することになるのか。わが国の企業再編に係わるだけに極めて
3)米国における最近の企業結合会計の動向については，佐藤 (2001) に詳しい。
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重要な問題である。国際的にパーチェス法1本化への状況の中で， もし持
分プーリング法の存続を図ろうとするならば，争点は企業結合を持分の結
合ないしは継続と見なし得るための説得力のある要件を提示しうるか否か
に係っている， と言い得るだろう。
参考文献
Accounting Principles Board Opinion N o.16, Business Combinations, AICP A, 1970. 
Financial Accounting Standards Board, Exposure Draft, Business Combinations 
and Intangible Assets, September 1999. 
Financial Accounting Standards Board, Exposure Draft(Revised), Business Com-
binations and Intangible Assets-Accounting for Goodwill, February 14, 2001. 
Financial Accounting Standards Board, Business Combinations, Tentative Board 
Decisions as of May 2, 2001. 
International Accounting Standards Committee, International Accounting Stan-
dards IAS 2, Business Combinations(revised 1998), 1998. 
International Accounting Standards Committee, Standing Interpretations Com-
mittee, Interpretation SIC-9, Business Combinations-Classification either as 
Acquisitions or Uuiting of Interests, July 1998. 
International Accounting Standards Committee, IASC Annual Review 2000, 
IASC, December 2000. 
The Board of the International Accounting Standards Committee, JASE UP-
DA TE, May 2001. 
荻原正佳「IAS22「企業結合会計」一持分プーリング法の適用範囲が米国基準よりもせ
まい一」『旬刊経理情報』 No.950(2001年5月1-10日号）
企業結合会計研究委員会，企業結合会計研究委員会報告『企業結合会計をめぐる論点』
企業財務制度研究会， 1999a年
企業結合会計研究委員会，企業結合会計研究委員会報告『企業結合会計をめぐる論点
（別冊＝資料編）』企業財務制度研究会， 1999b年
キャノン株式会社，『キャノン株式会社によるキャノン化成株式会社の完全子会社化に
関するお知らせ』，平成12年 (2000年） 8月8日
黒川行治「企業再編と企業結合・分割会計の検討」『企業会計』第52巻第9号 (2000年
9月号）
経済団体連合会（経団連）「企業会計制度に関する提言」『経団連ホームページ(http:/I 
www.keidanren.or.jp)』2001年3月27日
佐藤 勝「米国会計甚準「企業結合会計」ーパーチェス法 1本化にゆれる現状」『旬刊
160 (160) 第 46 巻 第1・2号合併号
経理情報』 No.950(2001年5月1-10日号）
商事法務研究会「株式交換•株式移転の開示事例』別冊商事法務 No.234, 商事法務研
究会， 2001年
ソニー株式会社，プレスリリース『上場子会社3社の100%子会社化についてのお知ら
せ』， 1999年3月9日
ソニー株式会社，『平成11年度有価証券報告書』ソニー株式会杜， 2000年
武田安弘「企業結合会計基準の導入について」『JICPAジャーナル』 No.547(2001年
2月号）
日本公認会計士協会会計制度委員会「株式交換及ぴ株式移転制度を利用して完全親子
会社関係を創設する場合の資本連結手続」会計制度委員会研究報告第 6号， H本
公認会計士協会，『旬刊経理情報』 2000年10月1日号付録《OfficialRelease》
原田晃治「株式交換等に係る平成11年改正商法の解説（上）」『商事法務』No.1536 (1999. 
9. 5) 
原田晃治，関一穂，苑揚恭，市原義孝『平成11年改正商法株式交換・時価評価Q&A』
商事法務研究会，平成11年 (1999年）
松岡特史「「企業結合会計をめぐる論点」について」『COFRIジャーナル』No.36 (1999. 
9) 
みずほフィナンシャルグループ，「3行統合による「みずほフィナンシャルグループ」
の創設」『みずほフィナンシャルグループ・ホームページ (http://www.mizuho-
fg.co.jp)』， 2001)
